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｢食の安全安心｣及び｢食育｣推進計画（第４次）を踏まえた取組状況 
 
 
 

 
 

 

生産段階における農薬や動物用医薬品の適正使用徹底のための取組から食品の製造、加工、
流通・販売段階における監視指導や HACCPに沿った衛生管理の推進等の取組に至る食品供給
行程の各段階の食の安全安心の推進のため、次の事業を実施する。 

(1) 安全安心な農産物の生産の推進 

ア 農薬の適正使用の推進【農業改良課】 

農薬の取り扱いについて指導的役割を果たす農薬管
理指導士を育成し、農薬による事故防止や農薬の安全

かつ適正使用を進める。 
 

◎ 農薬管理指導士の有効認定者数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

1,770 人 年度末集計 

＊目標：関係法令遵守及び農薬の適正使用の徹底 

＊対応：関係機関へ呼びかけ新規育成者を増加、更新者を充実 
＊事例：７月に農薬管理指導士更新研修を実施した、12月に農薬管理指導士認定特別

研修・試験を実施予定。 
 

イ 農薬等検査システムの充実【農業改良課】 

生産段階での農産物の安全確保と生産者の不安解消のため、「ひょうごの農産物検査
システム」により、農産物生産工程のチェック及び残留農薬検査を実施する。 
 

ウ 肥料の品質保全と適正流通【農産園芸課】 
肥料の品質の確保等に関する法律に基づき、肥料の登録・更新等により、肥料の品

質を保全し、安全安心な肥料の生産流通を推進する。 

◎ 肥料登録の更新件数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

30 件  15 件 

＊目標：登録・更新等により適正であることを確認 

＊対応：申請書類等の確認 

＊事例：肥料の品質の確保等に関する法律に基づき有効期間が定められており、更新 
指導を実施する。 

 
エ 野菜の衛生管理の推進【農産園芸課】 
産地や農産物への信頼性の確保や事故防止のため、適正な農場管理の確立とともに

農業経営の向上につなげる「GAP」の普及啓発を図る。 
 

  

柱１ 食品の安全性の確保 

農薬管理指導士認定特別研修 

資料１   

Ⅰ食の安全安心の推進 
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鳥インフルエンザモニタリング検査 

 

オ 環境創造型農業の推進【農業改良課】 
生産活動に由来する環境への負荷を低減するため、環境

創造型農業を推進し、化学合成の肥料及び農薬の低減技術

等（環境創造型農業技術）の普及拡大を図る。さらに、生
産物に対する消費者の信頼度向上、生産者と流通・販売業
者の連携強化や県民の理解促進に努める。 
 

◎ 環境創造型農業の生産面積 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

22,400ha 年度末集計 

＊目標：Ｒ７年度末に、県内水稲及び野菜栽培面積（46,000ha）の約 50％程度（22,800ha）
に環境創造型農業技術を導入する。 

＊対応：環境創造型農業技術導入のための実証ほの設置や研修会による技術啓発等に
よる技術の普及と兵庫県認証食品の取得の推進 

 みどりの食料システム戦略推進交付金等を活用したモデル地区の取組の波及 
＊事例：Ｒ６年度は、13市町でみどりの食料システム戦略推進交付金を活用した面的

拡大を推進した。 
 

 (2) 安全安心な畜産物の生産の推進 

ア 動物用医薬品適正使用等対策の実施【畜産課、生活衛生課】 
畜産物への抗菌性物質等の残留を防止するため、畜産農家に対し動物用医薬品の適

正使用を指導するとともに、飼料中及び畜産物中の抗菌性物質の残留検査を実施する。 

◎ 飼料中の残留抗菌性物質検査による年間違反件数 

令和 6 年度（目標） 令和 6 年度（9 月末） 

０件 ０件 

＊目標：全ての畜産農家で使用基準が定められている飼料の適正な給与 
＊対応：家畜保健衛生所が畜産農家を巡回して飼料の適正給与を指導 

飼料の抗菌性物質残留検査を実施 
＊事例：Ｒ６年度（上半期）は 20検体について検査したところ、畜産物に残留するよ

うな不適正な使用は認められなかった。 
 

イ 家畜伝染病予防対策の実施【畜産課】 
高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザの発生予防及びまん延防

止のための検査を定期的に実施する。 

◎ 鳥インフルエンザモニタリング検査実施農場数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

39 農場 9 農場 

＊目標：家畜伝染病の発生予防、早期摘発及びまん延防止 
＊対応：家畜の定期的な検査及び飼養衛生管理基準の遵守

等の巡回指導を実施 
＊事例：モニタリング検査の結果は全て異常はなかった。 
 
 
 
 
 

黄色 LEDによる病害虫防除 
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食鳥検査 

(3) 安全安心な水産物の生産の推進 

水産物安全確保対策の実施【水産漁港課】 

養殖業者に対し水産用医薬品の適正使用を指導し、養殖衛生管理技術の普及を図っ
ている。また、アサリ・カキ等の二枚貝の安全確保のため、生産時期に応じた定期的
な海水中の有毒プランクトン調査や貝毒検査を実施し、結果に応じて「兵庫県貝毒対
策事務取扱要領」に基づき適切に対応する。 

◎ 養殖業者への水産用医薬品の適正使用に関する指導数及び達成率 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

62 経営体 
[達成率 100％] 

  62 経営体 
[達成率 100％] 

 

◎ 養殖場の巡回指導実施回数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

15 回   11 回 

＊目標：養殖場における水産用医薬品の適正使用率 100％の維持 
＊対応：水産技術センター研究員による主要養殖地区への巡回指導の他、講習会の開

催や残留医薬品検査を実施 
＊事例：Ｒ６年度９月末現在、水産用医薬品の不適正な使用事例はない。 
 

◎ 貝毒検査実施回数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

162 回 108 回 

＊目標：貝毒を原因とする食中毒発生件数０件 
＊対応：貝毒は例年発生することから､計画的な検査の

実施及び結果の迅速な広報等 
＊事例：Ｒ６年度９月末現在、貝毒を原因とする食中

毒の発生はない。 
 

 

 

 

(4) 食肉の安全性確保の推進 

ア 食肉衛生検査の実施【生活衛生課】 

 病肉等の流通を防止するため、獣畜及び食鳥について、全数を検査し、その結果に
応じて適切な措置を講じる。 

◎ と畜検査及び食鳥検査の実施頭羽数（政令・中核市除く） 

 

 

 

＊目標：全数検査の確実な実施 
＊対応：法に基づき、食に適さない場合は、牛・豚・鶏等の一部

又は全部を廃棄 
＊事例：令和６年４月１日より、生体検査を徹底し、BSEを疑う

牛については月齢に関係なく検査を実施して食肉の安全性

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

処理される獣畜・ 
食鳥の全数 

34,597 頭（牛、豚、馬） 
8,793,139 羽（鶏） 

貝毒原因プランクトンの一種 

（大きさ 1㎜の 1/30） 
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を確保する。 

イ 食肉センター及び大規模食鳥処理場の HACCPに基づく衛生管理実施状況の検証 

【生活衛生課】 

県所管の食肉センターと大規模食鳥処理場における食肉の衛生管理について、と畜
検査員及び食鳥検査員による検証（作業手順、衛生管理計画、記録等の確認、細菌検
査など）を実施し、その結果に基づき適切な指導を行う。 

◎ 食肉センター及び大規模食鳥処理場における HACCP に基づく衛生管理実施状況の検

証（年間細菌検査回数）（政令・中核市除く） 

令和 6年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

66回      28回 

＊目標：Ｒ８年度末までに県下の食肉センター５施設と大規模
食鳥処理場６施設の計 11 施設に対し、細菌検査を月
１回実施する体制を整備 

＊対応：衛生指標菌を対象として、枝肉表面や食鳥と体の表面
を採取する方法を用いた細菌検査（外部検証の一つ）
を実施 

＊件数：Ｒ６年度９月末現在で、28 回実施し、結果を施設に還
元するとともに必要な衛生指導を実施していく。 

 
 

(5) 食品営業施設等への監視・指導の推進 

兵庫県食品衛生監視指導計画に基づく監視指導の実施【生活衛生課】 

食品関係営業施設における衛生管理状況を点検するため、計画的に監視指導を行う。 

◎ 食品衛生監視指導計画に基づく年間目標監視回数及び達成率（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

12,188 回 
[達成率 100％]   

    6，078 回 
[達成率 49.9 ％] 

＊目標：年度末に集計する目標監視回数に対する 100％の実施率 
＊対応：食中毒や違反食品が発生すると重大な事故に通じる施設を重点にランク(A～

E)を付け監視を実施 
＊件数：食品衛生法に基づく食品営業許可及び届出施設に対する監視を実施し、Ｒ６ 

年度上半期は約 49%の達成率だった。下半期も同様に監視を実施していく。 
 
◎ 食品衛生監視指導計画に基づく大量調理及び集団給食施設（学校、病院、福祉施設）

の年間目標監視回数及び達成率（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

1,790 回 
[達成率 100％]   

  706 回 
[達成率 39.4％] 

＊目標：年度末に集計する目標監視回数に対する 100％の監視実施率 
＊対応：食中毒や違反食品が発生すると重大な事故に通じる施設を重点にランク（A～

E）を付け監視を実施する。 
＊件数：上半期の監視率は約 39％であった。下半期は監視回数を増やして対応する。  

細菌検査 
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(6) 食品の適正表示に関する監視・指導の徹底 

食品表示に基づく適正表示の推進と監視指導の強化 

【流通戦略課、生活衛生課、県民躍動課、健康増進課】 
県民にとって食品表示は､食品を選択する際の重要な情報源であることから､食品表

示法及び景品表示法に基づく表示の適正化を図るため、食品表示１１０番など相談窓
口に寄せられる県民からの不適正表示に関する情報について、関係課が連携し監視・
指導を行う。 

◎ 食品表示法に違反した事業者への指示又は命令の年間件数 

令和 6 年度（目標） 令和 6 年度（9 月末） 

0 件 0 件 

＊目標：発生０件 
＊対応：関係課と連携して表示の適正化指導 

 
◎ 食品表示に関する相談受付件数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

 －     395 件 

＊目標：県民、事業者等から寄せられる食品表示に関する相談及び通報に対し、関係
課が連携し調査・指導を実施 

＊対応：国・近隣府県の対応を確認しながら、食品表示法に基づいた対応 
＊事例：事業者等からの食品表示作成に関する問い合わせ、消費者からの相談等に対

し、関係部署が連携して指導・対応を行う。 
＜Ｒ６年度９月末の受付件数の内訳＞ 
流通戦略課（産地表示等に関する相談等） ：110件 
生活衛生課（衛生事項表示に関する相談等）：112件（政令・中核市除く） 
県民躍動課（消費生活に関する相談等）  ： 17件 

健康増進課（栄養成分表示に関する相談等）：156件（政令・中核市除く） 
 
【令和６年度の主な取組】 

１ 食物アレルギー対策の推進【疾病対策課、健康増進課、体育保健課、生活衛生課】 

食品等事業者に対して、アレルギーの未然防止を図るため、適正な食品表示の徹底
及び意図しないアレルゲンの混入防止のための助言・指導を行う。 

また、「兵庫県アレルギー疾患対策推進計画」に基づき、関係各課と連携して県民及
び食品等事業者に対して食物アレルギーに関する正しい知識の普及・啓発を行う。 

２ 表示の適正化対策の実施【県民躍動課】 

景品表示法に基づく監視・調査・指導等を適正に実施し、事業者等に対し法の趣旨・
内容の周知徹底を図る。 

(1)不当表示の監視強化 

適格消費者団体と連携して商品・サービス等の不当な表示や虚偽誇大な広告を調
査し、措置命令等適切な事業者指導を行う。 
(2)景品表示法の啓発 

新たな不適正表示事案の発生を防止するため、研修会等を通じて、事業者におけ
る法令順守の意識を向上させる。 

 
 
 
 
 

食品表示の監視 
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(7) 食品検査の充実・強化 

食品の規格試験等安全対策の実施【生活衛生課】 

県内で製造、加工、流通する食品等の安全性を確認し、食品衛生法に基づく規格基
準違反品の発見排除のため、食品検査を実施する。 

◎ 年間目標食品検査実施検体数の達成率（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

750 検体 
 [達成率 100％] 

 418 検体 
[達成率 55.7％] 

＊目標：各年度計画の完全実施 
＊対応：県立健康科学研究所及び各健康福祉事務所（保健所）検査室において実施す

る検査について、各地域の実態、過去の違反事例等を鑑みて計画的に実施す
るとともに、緊急的な食品検査にも対応 

＊件数：計画どおり順調に収去、検査を実施している。アイスクリームの基準違反（大
腸菌群）があったが、適切に回収・改善指導を実施している。 

(8) HACCPに沿った衛生管理の推進 

ア 各協会団体との連携の促進【生活衛生課】 

（一社）兵庫県食品衛生協会、（一社）兵庫県食品産業協会、農業協同組合（JA）等
の各協会団体が実施する事業に対して技術的支援を行うなど、連携の強化を図る。 

 

イ HACCPに沿った衛生管理の導入・定着の推進【生活衛生課】 

食品衛生法の改正により制度化された HACCP に沿った衛生管理を食品等事業者が円
滑に導入し、定着できるよう技術的助言・指導を行うとともに、各協会団体と連携して
食品衛生講習会等を開催する。 
また、より高い衛生管理にステップアップを目指す事業者に対しては、各認証制度に

取り組むための助言・指導に努める。 
 

◎ 食品衛生責任者養成講習会の受講者数(平成９年度以降の累計） 
(政令・中核市を除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

1,500 人 
（累計 64,232 人） 

1，365 人 
（累計 64，097 人） 

＊目標：許可・届出施設に１人以上の食品衛生責任者の設置 
＊対応：(一社)兵庫県食品衛生協会に委託した講習会の実施 
＊事例：同協会が実施する e ラーニングによる受講は９月末時点で 505 名であった。 
 

◎  食品等事業者に対する食品衛生講習会の年間受講者数(政令・中核市を除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

9,000 人以上   8,385 人 

＊目標：食品に係る知識の普及啓発のため、年間 9,000人以上の受講 
＊対応：食品等事業者のニーズに応じた食品衛生に係る講習会の開催 
 事業者からの要望によりオンラインでも開催 
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ウ 卸売市場における品質管理の高度化促進【流通戦略課】 

鮮度保持のためには、産地から小売店までのコールドチェーンの確保が重要である

ことから､食品の流通拠点である卸売市場における HACCP に沿った衛生管理の適切な
運用を推進し、卸売市場の品質管理の高度化を促進する。 

 

(9) 食中毒の未然防止対策の推進     

食中毒の未然防止対策の推進【生活衛生課、体育保健課】 

食中毒による健康被害をできる限り少なくするための取組として、講習会の開催や
HACCPに沿った衛生管理の導入・定着の推進等により、食中毒の未然防止に努め、万が
一、食中毒が発生した場合は、迅速な疫学調査による原因施設・原因食品等の究明を
行い、被害の拡大を防止するとともに、食中毒情報の広報による注意喚起など再発防
止に努める。 
また、県下で発生した食中毒の統計や参考事例を毎年「食中毒事件録」として公表

している。 

◎ 食中毒の年間事件数（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

10 件以下 2 件 

＊目標：食中毒の未然防止に努め、事件数を最小限に抑える。 
＊対応：県民及び食品等事業者に対し、食中毒に関わる講習会等の開催により、食品

に関する正しい知識を普及啓発 
＊件数：Ｒ６年度９月末現在で２件 42 名（①ノロウイルス１件：患者数 16 名②サル

モネラ属菌１件：患者数 26名）の発生があった。 
 

                                 

※令和６年度は９月末時点 
 

◎ 小規模事業者向け HACCPの導入及び定着支援講習会の実施（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

60 回    51 回 

＊目標：HACCPに沿った衛生管理の導入及び定着により、食中毒の発生を防止 
＊対応：小規模事業者向けに講習会を開催  

年度 兵庫県 神戸市 姫路市 尼崎市 明石市 西宮市 計 

元 14 8 3 3 2 1 31 

2 4 3 4 0 0 0 11 

3 5 6 1 0 0 1 13 

4 7 3 1 2 0 3 16 

5 15 12 2 1 2 0 32 

6※ 2 4 0 1 2 1 10 

【（参考）食中毒の年間事件数（県内管轄別）】 
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 (10) 食の安全に資する研究の推進 

ア 農林水産物の安全性確保に資する試験研究の推進【総合農政課】 

農林漁業者、農林水産関係団体、県民などの要望を踏まえ、農林水産物の安全性確
保に資する技術開発や試験研究を進める。 

◎ 農林水産物の安全性確保に資する開発技術数（平成 27年度以降の累計） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

52 件 年度末集計 

＊目標：第５期中期業務計画(R３.３県農政環境部策定)に沿って技術開発と普及に取

り組む 

＊対応：研究課題は、農林水産関係団体、行政機関等からの要望をもとに決定 
＊事例：Ｒ６年度は、県産農産物の総合的な抗酸化能評価技術の確立と抗酸化能を維

持・向上させる流通・加工条件の解明等 13課題に取り組む。 

イ 残留農薬等検査法の調査研究の推進【生活衛生課】 
食品中の農薬等の残留検査における効率的な検査法の開発など、県立健康科学研究

所において、流通食品の安全性に関する調査研究を進める。 

◎ 食品等の高感度分析法の開発件数  

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

２件  1 件 

＊目標：10件(Ｒ８年度までの累計) 
＊対応：より高度な分析機器を用いた、高感度かつ迅速な食品等の分析法を順次開発 
 
 

 

食中毒発生の拡大防止対策、危機管理体制の推進による食を介した健康被害の拡大防止
対策として、健康被害情報の早期探知を図り、迅速な初動対応に努めるほか、食中毒事件、
食品衛生法違反事例の公表等も行う。 

 (1) 健康危機管理体制の充実・強化 

ア  国及び関係自治体との連携体制の充実・強化【生活衛生課】 

「広域連携協議会」を活用し、国や他自治体と連携を図り、海外での重大事故や複
数の府県にまたがる集団食中毒事件などの情報の迅速な把握に努める。 

イ 健康危機ホットラインの設置【医務課】 

食品の摂取による健康被害の発生や、そのおそれに関する情報を迅速に探知するた
め、県民から健康福祉事務所に寄せられる情報を 365日・24時間体制で受付する「健

康危機ホットライン」により健康被害の拡大防止に努める。 

◎ 健康危機ホットライン受付件数（食中毒関係） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

－      9 件 

＊目標：健康被害拡大防止のため迅速な対応を実施 
＊対応：食中毒に係る相談については、119番緊急通報、健康福祉事務所、医療機関等

を案内した。 
 

柱２ 食品を介した健康被害の拡大防止 
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 (2) トレーサビリティの導入促進 

ア 食品トレーサビリティの推進【生活衛生課】 

食の安全安心に係る問題発生時に迅速に対応するため､県独自のガイドラインを活
用し､県内の食品事業者にトレーサビリティの取組を広く普及･定着させる。 
また、事故発生時に健康被害の拡大が予想される広域流通食品の製造施設や大量調

理施設などに対しては、より高度なトレーサビリティの導入を推進する。 
  

イ 農畜水産物の生産及び卸売段階への導入                   

【農産園芸課、畜産課、水産漁港課、流通戦略課】 
農業、畜産業、漁業等の生産段階及び卸売段階において、農林水産省が作成した「食

品トレーサビリティ実践マニュアル」を活用して、導入状況の把握に努めるとともに、
最も基本的なステップ１のトレーサビリティの普及を推進する。 

 

(3) 食の安全安心に関する情報発信の充実・強化【生活衛生課】 

危機管理事案や食中毒の発生などの情報を報道発表やホームページ、ＳＮＳ等を活用
し県民へ迅速に発信するとともに、食の安全安心情報モニター制度の活用により県民ニ
ーズを把握して、ホームページで発信する食の安全安心に関する情報を一元化してとり
まとめ、よりわかりやすく提供する。 
また、外国人に対する食の安全に関する基礎的な情報について、多言語化の発信に努

める。 
 

◎ 食品等のリコール情報の届出件数（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

  －     11 件 

＊対応：事業者による食品等のリコール情報を把握し、適切な監視指導や消費者への
迅速な情報提供につなげ、食品による健康被害の発生を防止 

＊事例：事業者からリコール届出があった場合、速やかに公表を行う。 

＜Ｒ６年度の内訳（政令・中核市除く）＞ 
食品衛生法違反（のおそれ）：５件（CLASSⅠ２件、CLASSⅡ３件） 
食品表示法違反（のおそれ）：６件（CLASSⅠ６件） 
両 方 に ま た が る も の：０件 
※各事案は届出内容を健康福祉事務所で確認後、重要度に応じて CLASS分類を行っ
たうえで、厚生労働省および消費者庁に報告し、システム上で公表する。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚生労働省 公開回収事案検索サイト 
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食品の適正表示に関する監視・指導、ひょうご食品認証制度の推進、トレーサビリティシ

ステムの導入促進、相談窓口の設置、出前講座や食の安全安心フェア等による県民・事業
者・行政相互の情報・意見交換などの取組を行う。 

(1) ひょうご食品認証制度の推進 

 ひょうご食品認証制度の推進【流通戦略課･農業改良課･ 

農産園芸課･畜産課･水産漁港課・林務課】 

安全･安心で個性･特長のある県産食品を県が現地調
査や安全性検査、生産履歴記帳等により確認して認証す
る「ひょうご食品認証制度」を推進し、県民が安心して
県産食品を購買できるよう認証食品の生産・流通・消費
の拡大を図る。 
 

◎ 兵庫県認証食品の認証数（累計） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

2,280 品目   2,356 品目 

 

【令和６年度の主な取組計画】   

  ひょうご食品認証制度の推進【流通戦略課】 
ひょうご食品認証制度や本県農林水産業・農山漁村への県民の理解の醸成、県産県

消の推進を目的として設立した「ひょうごの美味し風土拡大協議会」による効果的な
活動を展開する。 

１ 認証食品販売店・登録飲食店の拡大 

２ 生産者と販売店・飲食店とのマッチング 

３ 登録飲食店でのオータムフェアの実施 
４ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞやﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、LINE 等の SNS による情報発信 

５ 保育園等での園児・保護者への認証食品の PR 

６ まとめサイト「御食国ひょうご」による販路開拓、新ロゴマークを活かした PR 

７ クッキングスクールと連携した料理教室の開催 

  

(2) リスクコミュニケーションの普及推進 

ア くらしの安全・安心相談体制の強化【県民躍動課】 

県立消費生活総合センターを核として、商品やサービスなどの消費生活全般に関す
る相談に対応し、県民（消費者）の不安や疑問の解消に努める。 

 

◎ 食に関する相談受付件数 

令和 6 年度（計
画） 

令和 6 年度（9 月末） 

－     305 件 

＊目標：食に関する県民の不安や疑問の解消 
＊対応：相談事例に応じて健康福祉事務所、食品に関する専門機関等との連携 

（Ｒ６年度の食に関する相談 305件＜うち健康食品 193件＞） 
 

柱３ 食への信頼確保 

認証食品販売コーナー 
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＊特記：紅麴問題や定期購入トラブルの影響により、健康食品を中心として相談件数 

    が増加 

（R5/9月末に比し食に関する相談 132件増加＜うち健康食品 97件増加＞） 
       

イ 食品の安全性に関する啓発、知識普及の推進【県民躍動課、生活衛生課、健康増進課】 
「出前講座」などによる食の安全安心に関する知識の普及のほか、ホームページや

ＳＮＳなどの広報媒体の活用や食の安全安心に関する情報の迅速・正確な発信を行い、
食品の安全性や食品表示制度について県民の正しい理解の普及を図る。 

 

◎ 県民に対する講習会等の年間参加者数（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

4,300 人   4，787 人 

＊目標：食の安全安心に関する情報はじめ、食に関

する幅広い知識を普及啓発 
＊対応：生活衛生課、各健康福祉事務所及び食肉衛

生検査センター各所で広く実施 
＊事例：県民の要望に応じたテーマ（食中毒､衛生管

理等）で講習会、意見交換会、紙芝居等を
実施する。 

 
 
◎ 青年向け食中毒予防教室の開催（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

500 人 1，344 人 

＊目標：20代の若い世代を中心にカンピロバクターによる食中毒が毎年多く発生して

いるため、今後親元を離れて自活していく高校生を中心に、食のリスク及び
安全安心な食品の摂取について啓発する。 

＊対応：各健康福祉事務所で実施 
 

◎ 食の安全安心にかかる講演会等の開催（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

27 回  8 回 

 

＊目標：子育て世代を重点対象としたごはん食の有用性の
普及啓発 

＊対応：地域の伝統食等のレシピの情報収集や啓発活動の
実施 

＊事例：各地域で調理実習の実施や講演会を開催 

 

 

 

 

 

 

レシピの例（おはぎ） 

出前講座 
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ウ 食の安全安心フェアの開催【生活衛生課】 

県民、事業者、行政が相互に情報・意見交換を行う機会として食の安全安心フェア
を開催する。 

 

◎ 地域における食の安全安心フェア開催状況（政令・中核市除く） 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

12 回        12 回  

＊目標：各県民局で計画し、12回開催する。 

＊対応：食品衛生月間にパネル展示、手洗いチェッカーを用いた手洗い指導、啓発資
材配布等により対応 

＊事例：保育園児、学生、消費者、食品等事業者等を対象に、パネル展示、手洗いチェ
ッカー体験、食の安全安心相談コーナー、講習会等で啓発を実施している。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

【令和６年度の主な取組】 

１ 食の安全安心普及啓発事業【生活衛生課】 

子どもから大人までのライフステージにおいて、各世代の理解力や興味に対応した内
容により食の安全安心に関する教育、普及啓発を行い、食の安全安心について総合的に
推進する。 

２ 食の安全安心フェアの開催【生活衛生課】 

県民、事業者、行政が相互に情報・意見交換を行う機会として、健康福祉事務所単位
で食の安全安心フェアを開催する。 

３ 子供向け食の安全安心実践教室【生活衛生課、(一社)兵庫県食品衛生協会】 

次代を担う子供に対し、食の安全安心について楽しく学び、将来にわたる衛生思想を定
着させるため手洗い教室等の実践教室を実施する。 

４ 消費者団体による食の安全安心に関する啓発 【兵庫県消費者団体連絡協議会】 

放射性物質や食品表示に関する講演会や食品製造業への施設見学、パネル展などを通
じて、食の安全安心に関する正しい知識の普及・啓発活動を推進する。 

 

食の安全安心フェアの様子 食の安全安心フェア（パネル） 
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(3) 食の安全安心と食育審議会の開催【生活衛生課】  

「食の安全安心と食育審議会」を定期的に開催し、推進計画の進捗状況を踏まえた

計画の見直しについて審議するほか、食の安全安心と食育に関して意見を求めること
により、施策に反映する。 
 

◎ 食の安全安心と食育審議会の開催回数 

令和 6 年度（計画） 令和 6 年度（9 月末） 

2 回 1 回 

＊目標：食の安全安心と食育に関する意見から施策反映  
＊事例：Ｒ６年度は、審議会を１回開催（9/10）。 
＊対応：第４次「食の安全安心推進計画」、「食育推進計画」に基づく施策の進捗状況

について報告する。 


